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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は東南アジアにおける情報公開法の制定過程に着目し、情報公開法制定を阻害
したり促進したりする要因を明らかにすることにあった。インドネシアとマレーシアのスランゴール州を中心に実施し
た資料収集とフィールドワークを通じて、従来とは異なる政治的機会構造の下でNGOや社会運動の役割や、市民社会組
織とのネットワークを有する政治家の存在が情報公開法の制定を進める重要な要因であったことが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to find the factors which promote or hinder the 
enactment process of the Freedom of Information Act (FOIA). From the case studies of Indonesia and 
Malaysia(the Selangor State). I have found the change of political opportunity structure, activities of 
NGO and social movements, and politicians who have networks with civil society groups were important to 
the enactment of FOIA in both Indonesia and Malaysia.

研究分野：比較政治学、東南アジア地域研究

キーワード： 情報公開法　情報アクセスの自由　東南アジア　社会運動　メディア　政治的機会構造　トランスナシ
ョナル・ネットワーク
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１．研究開始当初の背景 
 

1990 年代以降、情報公開法の制定は世界
的な現象となっている。1980 年代では僅か
10 か国余りで施行されていたにすぎなかっ
た情報公開法は、2007年には世界で 70か国
を超える国々が制定している。 
 東南アジアではタイとインドネシアが国
家レベルで情報公開法を制定し、マレーシア
では州レベル（スランゴール州、ペナン州）
での情報公開法が制定されている。 
しかし、東南アジアにおける情報公開法に
関する研究には大きな偏りがある。従来の情
報公開法をめぐる研究では、法学的なアプロ
ーチを通じての法の解釈や問題点を指摘す
るものや、市民への啓蒙を説くものにばかり
注目が集まってきた。 
 従来の情報公開法をめぐる研究の限界を
示す一例は、1997年に情報公開法を制定し、
その直後に施行したタイと、2008 年に法を
制定し、2010 年に施行したインドネシアの
事例にみることができる。両国には法の制定
および施行までに 10 年以上の差がある。世
界的な情報公開法制定の潮流の中で、なぜイ
ンドネシアはタイと比較して制定までこれ
ほど時間がかかったのか。従来の情報公開法
に関する法学的アプローチや啓蒙的アプロ
ーチではこの問いに答えることはできない。 
 情報公開法の制定は政治的決定であるこ
とを考えれば、ここで必要とされるのは政治
学的なアプローチであり、さらにいえば、東
南アジアの事例を通じた比較政治学的なア
プローチが有効である。 
  
２．研究の目的 
 
 以上の研究の背景を踏まえて、本研究では
比較政治学的なアプローチを通じて以下の
問いに答えることを目的としている。 
 第一に、東南アジアの情報公開法の制定で
はどのようなアクターが貢献したのか、ある
いは阻害したのかという問いである。第二に、
如何なる政治的環境が情報公開法の制定を
促進、あるいは阻害することになったのかと
いう問いである。 
 上記の 2つの問いの背景には、現在東南ア
ジアが直面している「民主化」、「グローバル
化」、「情報化」という変化が大きく関連して
いる。 
 「民主化」に関していえば、選挙や政党、
軍部など従来比較的注目が集まってきた分
野だけではなく「情報アクセスの民主化」と
いう側面が近年その重要度を増している。 
 「グローバル化」については、トランスナ
ショナルな NGOや国際機関の活動が情報公
開法の制定に関与していることが指摘でき
る。 
 「情報化」については、情報技術の発展に
よる人々の意見表出の機会が拡大したと同
時に透明性の高い政治を求める声が拡大し

ている現状がある。 
 本研究では、こうした「民主化」、「グロー
バル化」、「情報化」という東南アジアが直面
している変化の延長線上に情報公開法の制
定がなされたと考え、これらの変化と情報公
開法制定との関連性についても明らかにし
ていく。 
 本研究では情報公開法の制定過程に注目
して研究を進め、法の執行については原則的
に取り扱わない。 
 
３．研究の方法 
 
 研究の方法として、まず、情報公開法の制
定を政治学的に分析した先行研究を通じて、
(作業)仮説を設定した。設定された仮説に沿
いながら、資料収集とインタビューを通じて
仮説を実証していく方法を採った。  
 資料収集ではインターネットを通じて手
に入れられるようなものや、ジェトロ・アジ
ア経済研究所や京都大学東南アジア研究所
などの日本の専門機関で手に入れられるも
のもあったが、多くは各国の図書館などに直
接行って入手する必要があるものが多かっ
たために海外で直接入手した。 
 インタビューについてはこれまでの研究
活動で友人・知人のいるインドネシア、マレ
ーシア、タイの NGO 組織やジャーナリスト団
体に協力を要請した。特に、タイの東南アジ
ア・プレス連合(SEAPA)、マレーシアの独立
ジャーナリズム・センター(CIJ)、インドネ
シアの情報の自由研究所(ISAI)などのメデ
ィア系NGOからは情報公開法制定に関する直
接の情報だけでなく、インタビューを実施す
る時の人脈を紹介してもらった。 
 こうした研究の方法を通じて得られた資
料やインタビューの結果を分析し、そこから
含意を抽出することで情報公開法の制定過
程における比較政治学的な研究成果を提示
することに進んだ。 
 
４．研究成果 
 
 初年度の文献レビューおよび現地での予備
的調査の結果、東南アジア諸国の中でもイン
ドネシアとマレーシアの事例に注目するこ
とになった。 
 その後の両国での調査を通じて、以下の研
究成果をあげることができた。 
  
(1)情報の公開と機密をめぐる政治過程 
 
 インドネシアの事例では情報公開法の制
定と同時に情報の機密化を進める国家機密
法の制定が進んでいた。また、マレーシアで
もスランゴール州やペナン州の州政府によ
って州レベルでの情報公開法が制定された
後に連邦政府によって情報の機密化を進め
るような法律の制定が検討されている。 
 こうした事実からは、インドネシアやマレ



ーシアでの情報公開法をめぐる政治過程は
単線的な過程ではなく、透明性の観点からは
逆行することもあり得る複雑な政治過程の
下で進んだことがわかった。 
  
(2)政治的機会構造の変化 
 
 社会運動研究が指摘する政治的機会構造
の変化が情報公開法の制定を大きく推進さ
せたことが指摘できる。この点は特にマレー
シアのスランゴール州の事例に該当する。 
マレーシアの 2008 年総選挙で野党がスラ
ンゴール州政権を握ったことで後述するよ
うに、情報公開法を進めようと活動していた
NGO は州政権の内部に同盟者を得ることがで
きた。 
 
(3)情報公開法制定を求める社会運動組織の
重要性 
 
 インドネシアとマレーシアともに情報公
開法の制定にあたっては社会運動組織によ
るアドボカシー活動が重要な役割を果たし
た。 
 インドネシアでは、インドネシア環境法セ
ン タ ー (Indonesian Centre for 
Environmental Law: ICEL)が主導し 38 の NGO
が参加する情報自由同盟(Koalisi Untuk 
Kebebasan Informasi: KMIP)が 2000 年 11 月
に発足している。 
マレーシアにおいては 2008 年総選挙後に
結成され、情報公開法のイシューに関して独
立ジャーナリズム・センター(Center for 
Independent Journalism: CIJ)が主導したグ
ッドガバナンス同盟(Coalition for Good 
Governance: CGG)が重要であった。 
インドネシアの KMIP もマレーシアの CGG
も情報公開法制定にあたって、政治家へのロ
ビイング、セミナー開催、独自法案の提出な
ど積極的な活動を行っている。こうした情報
公開法制定を求める社会運動の背景には、
Article 19 などのトランスナショナルな NGO
の活動があり、トランスナショナルな組織が
情報公開法に関する知識やノウハウなどを
中心に現地のNGOをサポートしたことは間違
いない。ただし、インドネシアとマレーシア
の例ではアドボカシー活動を直接行ったの
は現地の社会運動であり、トランスナショナ
ルな組織の関与は限定的であったといえる。 
 
(4)政治家のリーダーシップと市民社会との
ネットワーク 
 
 インドネシアの KMIP やマレーシアの CGG
によるアドボカシー活動の主な対象となっ
たのが、議員たちであった。 
 マレーシアのスランゴール州の場合にみ
られるように、情報公開法制定を積極的に推
進したのはもともと市民社会組織で活動し
た実績もある議員たちであり、法律の重要性

を彼らが認識していた点が確認されている。 
 インドネシアの場合でも、KMIP は前職がジ
ャーナリスト、活動家、法律家などの議員に
ターゲットを定めてアドボカシー活動を行
っており、こうした「推進派」の議員と市民
社会とのネットワークの存在が重要であっ
た。 
 
(5)メディアの役割 
 
 インドネシアでは情報公開法の制定を求
めるジャーナリストの活動が大きな役割を
果たした。特に独立ジャーナリズム同盟
(Aliansi Jurnalis Independen: AJI)などの
ジャーナリスト団体が KMIP に参加し、アド
ボカシー活動の一端を担っていたことも影
響している。 
一方で、マレーシアの場合はジャーナリス
ト団体がCGGの活動に積極的に関わることは
なかったものの、情報公開法の制定について
は英語日刊紙を中心におおむね中立的な立
場からの報道がなされた。 
 
(6)官僚組織の抵抗 
 
 マレーシアのスランゴール州の場合、情報
公開法案作りにおいて、官僚組織が州政権幹
部やCGGなどの意図に沿わない法案を提出す
る事態が発生している。 
 
(7)マレーシアにおける連邦制 
 
 マレーシアのスランゴール州の情報公開
法をめぐる政治過程では、連邦政府を握る国
民戦線(Barisan Nasional: BN)と州政権を握
る人民連盟(Pakatan Rakyat: PR)との間で州
と連邦との間での対立構造が表面化するこ
とになった。 
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